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研究成果の概要（和文）：人道的観点での国際災害救援・防災協力は不可欠なものである。本研
究は、主に中国四川大地震発災直後の応急対応から「重建」（改良復旧）に至るまでの対策を対
象として、被災支援力・受援力の仕組みの日中比較を通じて、災害対策をめぐる国際協力の仕
組みづくりを目的とした。具体的に、中国政府の「挙国体制」による地震直後の初期対応、「対
口支援」により被災地へのペアリング復興支援および３つの「復興モデル」を提示した。 
 
研究成果の概要（英文）：Disaster assistance capability from a humanitarian perspective 
is vital in Asian regions. This research is aimed at policy proposal for production of 
international cooperation structure connected to disaster countermeasures through 
comparisons of Chinese and Japanese disaster support and support acceptance systems 
subject to countermeasures from chiefly emergency support immediately after the Chinese 
Sichuan province earthquake to "reconstruction" (advanced recovery). Specifically, the 
top-down organization of the Chinese government, counterpart system support, and three 
revival models were shown. 
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研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学、社会システム工学・安全システム 
キーワード：対口支援・カウンターパート方式・四川大地震・震災復興・国際協力・都江堰・ 

世界遺産都市・東日本大震災 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 日本と中国はともに災害多発国である
ことから、共通の防災の源流を持ち、近代以
降それぞれに特徴ある災害対策の仕組みを
作り上げて来た。日本では「災害対策基本法」
により災害の第一対応者を市町村中心とし
ているが、大震災による役場が機能不全に陥
る事態を想定していなかった。一方、中国で
は四川大地震直後から「挙国体制」で初期対
応を行い、「対口支援」により被災地へのペ

アリング復興支援手法の速さ、着実さおよび
自治体間による支援・受援の仕組みは日本で
注目をあつめている。 
 
(2) 一方、2010年から世界第 2の経済大国に
なった中国では、経済成長とともに、地域間
の格差が拡大し続け、深刻な社会問題を抱え
ている。中国の有識者たちは、四川大地震、
玉樹大地震（チベット族自治州）で災害ボラ
ンティア支援、住民参加まちづくり活動を通
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じて、「高度経済成長社会」から「成熟社会」
への社会改革のあり方を探索している。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、まず災害発生直後から中国の
「対口支援」と「重建（改良復旧）」、日本の
「相互応援協定」と「復旧・復興」の取組み
を着目し、日中における防災対策システムの
仕組みを解明する。 
 
(2) 次に、阪神・淡路大震災と四川大地震後
復興（重建）の取り組みを対象として、行政・
NPO・住民の三者連携による災害支援力・受
援力の仕組みを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) まず、20世紀以降の三大震災（関東大震
災、阪神・淡路大震災、四川大地震）におい
て、大災害の緊急支援、復旧・復興をめぐる
行政の取組みに関する文献調査・情報収集を
行い、阪神・淡路大震災の神戸市震災復興の
事例を踏まえて、持続可能な復興まちづくり
の視点から見た「迅速復興」、「移転復興」の
光と陰を検証した。 
 
(2) 次に、四川・都江堰市「経済技術開発区」
（震災復興特区）という柔軟な行政的、法的
制度をもつ地域を選定し、被災地の予備調査、
実測調査、補足調査の三段階を渡って、震災
前後の地域空間変容のプロセスを明らかに
するとともに、社会構造の変化を考察した。 
 
①予備調査（2010年 11月～2011年 3月）で
は、四川被災地関する情報収集、整理、精
査を行い、地域の基本的情報を把握した。 

・インターネットによる中国国内 18 省・直
轄市の対口支援に関する情報を把握 

・将来の研究成果の発信（寄稿）について、
『国際城市規劃』雑誌編集部、『北京規劃
建設』雑誌編集部に打診 

・四川省城郷計画設計研究院への訪問に打診 
・都江堰市「経済技術開発区」調査許可の手
続きについて、関連部門に打診 

 
②本調査（2011 年 4 月～12 月）では、四川
現地に訪問し、都江堰市の復興計画方案、
復興計画の理念と手法を把握した。 

・四川省城郷計画設計研究院にて、「都江堰
市復興計画」担当者に訪問 

・都江堰市「経済技術開発区」に関する計画
案、現状資料収集 

・住宅復興対策「九歩工作法」、住宅建替え
事業の状況を把握。 

・都江堰都市計画局、援建指揮本部、経済技
術開発区の行政担当者に訪問 

・住民へのヒアリング調査を実施 
・「経済技術開発区」詳細な土地利用と建築

実測ベースマップの作成 
・震災復興まちづくりの現状と住民コミュニ

ティの実態を把握。 
・住居満足度について、NPO 四川 512 民間救

助センターとの共同調査を実施 
 
③補足調査（2012年 1月～3月）では、少数
民族の住居、震災前の課題を把握した。 

・少数民族の住居様式、住文化、コミュニテ
ィ構成を把握。 

・「龍潭湾社区・蔵羌新村」のチッペト族と
チャン族の住居を視察、コミュニティ構成
について、ヒアリング調査を実施 

 
④報告書作成。 
・研究会開催、調査資料とデータを点検 
・調査分析報告書作成、公刊および日中両国
の学会投稿、発表 

・研究報告会開催、社会に還元 
 
４．研究成果 
(1) 四川都江堰における震災復興の実態を
考察した。被災状況や地域の潜在力を踏まえ
３つの「重建モデル」を推進したことを明ら
かにした。 
①「快速恢複型（迅速復旧型）」損害が比較
的軽く、復旧資源も限られたものだけで、主
に地震により破壊された設備や産業も迅速
に復旧が進められ、震災前の水準を達成又は
それ以上に上回ったケース。 
 
②「適度超前型（改良復旧型）」主に被災が
ひどかった地域だが、国にとって重要な地域
の為、十分な資源（人材、資金）を与え、優
先的に再建を推進し、都市部、農村部ともに
着実としたライフライン整備を実施。地域経
済は震災前の水準に比べて約 20 倍も高いレ
ベルを達成、持続可能な発展能力を備えたと
いうケース。 
 
③「超常跨越型（スーパー復旧型）」四川復
興モデルの中で最も重要な１つであり、国家
は被害が深刻な地区と認定した県市に当て
はまる。これらの地域は国家からの莫大な支
援を受け、社会資源も特別な優遇を受けた。
それにより復興のグレード、スピードも上が
り、高レベルで被災地区のスーパー経済発展
が推進されたケース。 
 
(2) 四川大地震の防災対策「挙国体制」につ
いて、中国政府は強い動員力と効率の高い組
織力を発揮した。この最大のメリットは迅速
な統合能力、資源収集、莫大な物資支援、様々
な突発的事件にも対応が出来る体制である。 
 
(3) 震災復旧・復興の「対口支援」は、中国
の独自な資源の協調と地域の助け合いのモ



デルである。中国の伝統的な救済モデルを制
度化した。政府が全面的、企業と社会の広範
囲な参加の下、多元化で且つ長期効率性のあ
る復興を統括した仕組みである。18の省と直
轄市が四川の甚大な被災地への援助をし、こ
れが被災地の全体の復興を加速させ、地域同
士の協力に大きな力をもたらした。 
 
(4) 四川大地震における日本の国際協力の
あり方は、次のようになる。 
①「国際緊急援助」における日本の取り組み
について、中国政府は建国後初めて海外から
の救助チームを受け入れ、そして、最初に被
災地に入った外国チームは日本国際緊急援
助隊(JDR)である。その後、中国地震応急救
援センターの救助技術や応急対応能力の向
上を目的として、日本の安全管理・安全確保
の考え方に即し、同センター教官の育成を通
じてモデル自治体に順次、移転される取組を
行っている。 
 
②「こころのケア」における日本の取り組み
について、インフラ整備などの復興事業が進
んでいる中、いまだ多くの「こころの傷」を
抱えている被災者への支援の充実が求めら
れている。中国における精神保健・心理社会
的支援はまだ経験が浅く、心理の専門性を持
つ人材が少ないことや、継続的なサポートが
少ないという課題に対し、日本（JICA）が阪
神・淡路大震災などを経験したケア関連活動
に従事する医療関係者、心理専門家、教員等
を四川に派遣し、現地の人材育成の支援を行
った。 
 
(5) 研究全体のまとめは、中国において、「挙
国体制」で大規模災害に対する初期対応や、
「対口支援」により被災地へのペアリング復
興支援手法から得られた知見は、我が国が東
日本大震災からの復興を推進することおよ
び今後の大地震へ備えるうえで、大いに示唆
に富むものである。また、我が国は応急対応
体制（公助・共助・自救、行政・企業・住民
の三者連携）、救助技術及び災害こころのケ
アの人材育成等の災害対策づくりの国際協
力を通じ、いのちの尊さにつながっているこ
とを中国に発信する。 
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